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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 5,682,109 5,539,517 5,765,697 10,819,346 11,140,329

経常利益 （千円） 124,118 101,436 22,224 141,272 53,775

中間（当期）純利益 （千円） 67,056 74,865 4,201 67,357 28,969

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 833,900 833,900 833,900 833,900 833,900

発行済株式総数 （千株） 12,960 12,960 12,960 12,960 12,960

純資産額 （千円） 2,015,564 2,089,792 1,822,664 2,014,989 1,818,589

総資産額 （千円） 8,379,399 8,341,659 8,464,503 8,300,602 8,645,143

１株当たり純資産額 （円） 155.64 161.42 140.79 155.63 140.47

１株当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） 5.17 5.78 0.32 5.20 2.24

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額 

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 24.1 25.1 21.5 24.3 21.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 101,213 △257,753 △125,141 373,402 163,974

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △71,316 △90,756 △231,825 △174,272 △186,934

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △562,035 △339 △68 △563,027 △578

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

（千円） 1,213,581 1,032,974 1,008,205 1,381,822 1,358,284

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
265 
(68) 

254
(94) 

247
(135) 

261 
(75) 

248
(92) 



（注）１．当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載していない。 

２．売上高は消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）を含まない。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、当社の関連会社が損益等からみて重要性が乏しいので記載していない。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については,潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はない。また、

主要な関係会社における異動もない。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト、人材会社

からの派遣社員）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載している。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 247（135）



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間における当社と関連の深い農機業界は、農業就業者の高齢化や農家戸数の減少などに加え、新農政の影響で販売

マインドが低迷する厳しい状況下にあった。 

 一方、可搬式消防ポンプ業界においても、市町村合併の影響により官需の低迷が続き、厳しい状況で推移した。 

 このような状況のもと、当社は排気ガス規制をクリアしている世界最高水準の環境対応商品としてミニ４サイクルエンジン搭載

機器であるブロワー（FL-H2500）やクラス最小・最軽量の防災用ガス発電機ＲＧｉ５（燃料を家庭用カセットボンベとＬＰガスボ

ンベ燃料切替のできる新製品）を投入し、また、事業拡大策として富士重工業㈱エンジンの受託生産を前事業年度より取り組み拡

充してきた。 

 この結果、当中間会計期間の売上高は5,765,697千円となり、前年同期比226,180千円（4.1％）の増収となった。 

 利益については、新製品の投入やエンジンの受託生産の増加があったが、国内向け販売は春先から夏場にかけての天候不順や新

農政の影響による需要の低迷のあおりを受け、また、防災用機器の販売も市町村合併による需要の低下の影響を受けそれぞれ減少

を余儀なくされた。 

一方で、徹底した費用の削減や資材の海外調達拡大を中心に直材費低減に努めたが、予想以上の資材の高騰により直材費低減効

果が薄まる結果となり、当中間会計期間の業績は増収とはなったが、経常利益は22,224千円を計上するにとどまり、前年同期比

79,212千円（78.1％）の大幅減益となった。中間純利益は4,201千円となり、前年同期比70,664千円（94.4％）の減益となった。 

 部門別売上高については、エンジン部門は、前事業年度より開始した富士重工業㈱受託生産が寄与し、売上高は1,962,321千円と

なり、前年同期比319,426千円（19.4％）の増収となった。 

 農林業用機械部門は、天候不順や新農政の影響により国内販売が減少し、売上高は1,999,450千円となり、前年同期比98,092千円

（4.7％）の減収となった。 

 防災用機器部門は、市町村合併などにより全需が低迷するなかで、その影響を受け、売上高は413,911千円となり、前年同期比

49,017千円（10.6％）の減収となった。 

 その他機器部門は、低燃費、低排出ガスの環境対応商品である４サイクル搭載機器が海外で高く評価され、売上高は1,390,015千

円となり、前年同期比53,864千円（4.0％）の増収となった。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、たな卸資産の増加（123,077千円）、富士ロビン農機販

売協同組合の農機特約店への転貸融資金の入金減少による預り金の減少（123,960千円）及び有形固定資産の取得による支出

（231,568千円）等を税引前中間純利益（17,433千円）、仕入債務の増加（59,245千円）及び減価償却費（82,464千円）等で充当で

きず、当中間会計期間末には1,008,205千円となり、前事業年度末と比較して350,079千円の減少となった。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主要因は、次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は125,141千円（前年同期比51.4％減）となった。 

 これは主に、たな卸資産の増加（123,077千円）及び富士ロビン農機販売協同組合の農機特約店への転貸融資金の入金減少による

預り金の減少（123,960千円）を税引前中間純利益（17,433千円）、仕入債務の増加（59,245千円）及び減価償却費（82,464千円）

等で充当できなかったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は231,825千円（前年同期比155.4％増）となった。 

 これは主に、本社工場における新製品の金型投資及び生産設備の省力化投資等有形固定資産の取得による支出（231,568千円）に

よるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は68千円（前年同期比79.9％減）となった。 

 これは、自己株式の取得による支出によるものである。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は標準卸売価格によっている。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を事業の部門別に示すと次のとおりである。 

 （注） 上記の金額は仕入価格で算出し消費税等を含まない。 

  

(3）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はない。 

  

 

事業部門別 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

エンジン（千円） 1,280,712 ＋37.4 

農林業用機械（千円） 1,558,335 △3.0 

防災用機器（千円） 307,503 △15.7 

その他機器（千円） 897,503 ＋17.1 

合計（千円） 4,044,053 ＋10.2 

事業部門別 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

エンジン（千円） 721,010 △3.2 

農林業用機械（千円） 423,236 ＋16.7 

防災用機器（千円） 37,953 △20.1 

その他機器（千円） 437,453 ＋9.1 

合計（千円） 1,619,654 ＋4.1 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりである。 

  なお、（ ）内は総販売実績に対する輸出販売高の割合である。 

３．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りである。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

 

事業部門別 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

製品 

エンジン（千円） 1,250,038 ＋36.6 

農林業用機械（千円） 1,586,194 △1.5 

防災用機器（千円） 368,656 △9.2 

その他機器（千円） 529,689 ＋8.3 

小計（千円） 3,734,579 ＋9.2 

商品 

エンジン（千円） 712,282 △2.1 

農林業用機械（千円） 413,255 △15.2 

防災用機器（千円） 45,254 △20.5 

その他機器（千円） 860,325 ＋1.5 

小計（千円） 2,031,118 △4.2 

合計（千円） 5,765,697 ＋4.1 

輸出先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

欧州 258,569 36.3 251,981 34.2 

アジア 353,710 49.7 357,796 48.6 

北米 82,378 11.5 113,787 15.4 

その他 17,718 2.5 13,325 1.8 

計 
712,376 

  
（   12.9％）

100.0
736,889

  
（   12.8％）

100.0 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

富士重工業㈱ 1,464,467 26.4 1,830,243 31.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発は、多様化する国内外のニーズに対応し、顧客満足度の高い、ブランド力の強い、環境保護に適合した人間にや

さしい小型エンジン、小型エンジンを軸とした小型農機、ガーデン・ツール及び防災用の可搬式消防ポンプを中心に行っており、

特に地球環境保護を目的とした排ガス規制対応の小型４サイクルエンジン及び同エンジン搭載製品の研究開発に注力している。 

 当社の現在の研究開発体制は、当社技術部33人（全従業員の13.4％）を中心に、一部製品については関連企業及び公的機関と提

携して行っている。当中間会計期間の主な研究開発の成果としては、農林業用機械部門において、メンテナンス性を向上させた４

サイクルエンジンと大型ホースリールを搭載させた、走行式セット動噴、従来機より噴霧圧力をアップさせ、ワンタッチ脱着式

バッテリーによるバッテリー噴霧機を、防災用機器部門において、ガス燃料式（ブタンガス・プロパンガス）による長期保管後の

使用時でもエンジン始動が確実な、４サイクルエンジン搭載の防災用発電機を開発し市場に投入した。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は87,643千円となっている。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。また、新たに

確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  

(2）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修について完了したものは次のとおりであ

る。 

  

新設 

 （注）１．本投資は省力化投資であり、生産能力の増加は僅少である。 

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

改修 

 （注）１．本投資は省力化投資であり、生産能力の増加は僅少である。 

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容 金額（千円） 完成年月 

本社工場 
（静岡県沼津市） 

エンジン部門 
小型ガソリン
エンジン生産設備 

105,547 平成18年９月 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容 金額（千円） 完成年月 

本社工場 
（静岡県沼津市） 

エンジン部門 
小型ガソリン
エンジン生産設備 

33,408 平成18年９月 

本社工場 
（静岡県沼津市） 

農林業用機械部門 刈払機生産設備 3,680 平成18年９月 

本社工場 
（静岡県沼津市） 

共通部門 環境改善設備他 9,938 平成18年９月 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 12,960,000 12,960,000
東京証券取引所市場第二
部 

－ 

計 12,960,000 12,960,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日 

－ 12,960,000 － 833,900 － 366,600 



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式である。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株含まれている。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれている。 

  

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

富士重工業株式会社 東京都新宿区西新宿１－７－２ 7,525 58.07 

株式会社マキタ 愛知県安城市住吉町３－11－８ 1,300 10.03 

小川ポンプ工業株式会社 大阪府大阪市住吉区万代東１－５－22 183 1.42 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 148 1.14 

富士ロビン従業員持株会 静岡県沼津市大岡35 62 0.48 

住友生命保険相互会社 
（常任代理人 日本トラスティ・サー
ビス信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海１－８－11 53 0.41 

株式会社静岡銀行 
（常任代理人 日本マスタートラスト
信託銀行株式会社） 

東京都港区浜松町２－11－３ 53 0.41 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 51 0.39 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２－５－１ 50 0.39 

久保 千壽子 愛媛県大洲市 50 0.39 

合計 － 9,476 73.12 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   14,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,912,000 12,912 － 

単元未満株式 普通株式   34,000 － － 

発行済株式総数 12,960,000 － － 

総株主の議決権 － 12,912 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における市場相場である。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

富士ロビン株式会社 静岡県沼津市大岡35 14,000 － 14,000 0.11 

計 － 14,000 － 14,000 0.11 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 343 310 275 246 251 238 

最低（円） 295 250 220 200 210 209 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けてい

る。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成していない。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりである。 

資産基準         0.29％ 

売上高基準        0.00％ 

利益基準         4.41％ 

利益剰余金基準      2.93％ 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   747,683  739,530 1,170,628  

２．受取手形 ※４ 1,379,978  1,348,923 948,253  

３．売掛金   1,406,874  1,311,401 1,719,079  

４．たな卸資産   1,837,490  1,871,852 1,748,775  

５．繰延税金資産   60,849  68,020 62,749  

６．その他   338,251  363,072 241,954  

貸倒引当金   △5,800  △5,800 △5,800  

流動資産合計    5,765,326 69.1 5,697,000 67.3  5,885,639 68.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1) 建物   532,408  505,017 515,513  

(2) 機械装置   95,656  245,185 211,585  

(3) 土地   1,488,685  1,488,685 1,488,685  

(4) その他   252,701  328,377 329,977  

  計   2,369,452  2,567,265 2,545,760  

２．無形固定資産   13,754  12,389 12,670  

３．投資その他の資産       

(1) 投資有価証券   14,694  15,098 15,196  

(2) 繰延税金資産   151,689  149,829 162,000  

(3) その他   27,501  23,680 24,636  

  貸倒引当金   △760  △760 △760  

  計   193,125  187,848 201,072  

固定資産合計    2,576,332 30.9 2,767,503 32.7  2,759,504 31.9

資産合計    8,341,659 100.0 8,464,503 100.0  8,645,143 100.0

        



  

 

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形 ※４ 2,064,071  2,162,117 1,803,363  

２．買掛金   781,823  791,673 1,091,181  

３．短期借入金   1,000,000  1,000,000 1,000,000  

４. 一年内償還社債   －  500,000 500,000  

５．未払法人税等   24,188  10,866 －  

６．賞与引当金   113,090  114,923 108,447  

７．その他 ※３ 315,860  428,850 649,349  

流動負債合計    4,299,034 51.5 5,008,431 59.2  5,152,341 59.6

Ⅱ 固定負債       

１．社債   500,000  － －  

２．再評価に係る繰延
税金負債 

  221,831  447,201 447,201  

３．退職給付引当金   325,970  330,363 334,228  

４．役員退職慰労引当
金 

  64,184  41,987 71,314  

５．預り保証金   840,847  810,212 821,468  

６. その他   －  3,643 －  

固定負債合計    1,952,832 23.4 1,633,407 19.3  1,674,212 19.4

負債合計    6,251,867 74.9 6,641,839 78.5  6,826,554 79.0



  

  

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）   
    

Ⅰ 資本金    833,900 10.0 － －  833,900 9.7

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   366,600  － 366,600  

資本剰余金合計    366,600 4.4 － －  366,600 4.2

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   85,271  － 85,271  

２．中間（当期）未処
分利益 

  472,104  － 426,208  

利益剰余金合計    557,376 6.7 － －  511,480 5.9

Ⅳ 土地再評価差額金    336,234 4.0 － －  110,864 1.3

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   784 0.0 － －  1,086 0.0

Ⅵ 自己株式    △5,103 △0.0 － －  △5,342 △0.1

資本合計    2,089,792 25.1 － －  1,818,589 21.0

負債資本合計    8,341,659 100.0 － －  8,645,143 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本            

 １ 資本金    － －  833,900 9.9  － － 

 ２ 資本剰余金            

 （1）資本準備金   －   366,600   －   

  資本剰余金合計    － －  366,600 4.3  － － 

 ３ 利益剰余金            

 （1）利益準備金   －   85,271   －   

 （2）その他利益剰余金            

   繰越利益剰余金   －   430,410   －   

   利益剰余金合計    － －  515,681 6.1  － －

 ４ 自己株式    － － △5,410 △0.1  － －

   株主資本合計    － － 1,710,771 20.2  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

 １ その他有価証券評価
差額金 

   － － 1,027 0.0  － －

 ２ 土地再評価差額金    － － 110,864 1.3  － －

評価・換算差額等合計    － － 111,892 1.3  － －

  純資産合計    － － 1,822,664 21.5  － －

  負債純資産合計    － － 8,464,503 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
  

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    5,539,517 100.0 5,765,697 100.0  11,140,329 100.0

Ⅱ 売上原価    4,662,467 84.2 4,977,956 86.3  9,544,813 85.7

売上総利益    877,049 15.8 787,741 13.7  1,595,516 14.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   768,274 13.9 759,364 13.2  1,536,072 13.8

営業利益    108,775 1.9 28,376 0.5  59,443 0.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  18,299 0.3 25,394 0.4  43,431 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  25,637 0.4 31,545 0.5  49,099 0.4

経常利益    101,436 1.8 22,224 0.4  53,775 0.5

 Ⅵ 特別利益 ※３  413 0.0 － －  413 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  11,127 0.2 4,791 0.1  27,934 0.3

税引前中間（当
期）純利益 

   90,721 1.6 17,433 0.3  26,254 0.2

法人税、住民税及
び事業税 

  19,378  6,294 13,216  

法人税等調整額   △3,522 15,856 0.3 6,937 13,231 0.2 △15,931 △2,715 △0.1

中間（当期）純利
益 

   74,865 1.3 4,201 0.1  28,969 0.3

前期繰越利益    397,238 －  397,238 

中間（当期）未処
分利益 

   472,104 －  426,208 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

     当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

  株主資本  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益
剰余金 利益

剰余金 
合計 繰越利益

剰余金 

平成 18年３
月 31日残高
（千円） 

833,900 366,600 366,600 85,271 426,208 511,480 △5,342 1,706,638 

中間会計期
間中の変動
額 

        

中間純利益 
（千円） 

    4,201 4,201  4,201 

自己株式の
取得 
（千円） 

      △68 △68 

株主資本以
外の項目の
中間会計期
間中の変動
額（純額） 

        

中間会計期
間中の変動
額合計 
（千円） 

－ － － － 4,201 4,201 △68 4,133 

平成18年９
月30日残高
（千円） 

833,900 366,600 366,600 85,271 430,410 515,681 △5,410 1,710,771 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 

 

その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日
残高（千円） 

1,086 110,864 111,951 1,818,589 

中間会計期間中の
変動額 

    

中間純利益 
（千円） 

   4,201 

自己株式の取得 
（千円） 

   △68 

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中 の 変 動 額（純
額）（千円） 

△58 － △58 △58 

中間会計期間中の
変動額合計  
  （千円） 

△58 － △58 4,074 

平成18年９月30日
残高（千円） 

1,027 110,864 111,892 1,822,664 

 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    

前中間会計期間
  
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
  
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前中間（当期）純利
益 

 90,721 17,433 26,254 

減価償却費  64,120 82,464 151,144 

無形固定資産償却額  1,069 1,125 2,154 

長期前払費用償却額  353 330 744 

貸倒引当金の増加額（△
減少額） 

 △40 － △40 

退職給付引当金の増加額
（△減少額） 

 1,928 △3,865 10,186 

役員退職慰労引当金の増
加額（△減少額） 

 △24,936 △29,327 △17,806 

賞与引当金の増加額（△
減少額） 

 △5,400 6,476 △10,043 

受取利息及び受取配当金  △377 △392 △730 

支払利息及び社債利息  7,005 7,010 14,069 

為替差損益  － △6,955 － 

有形固定資産除却損  4,241 2,282 13,899 

有形固定資産売却損  － － 248 

有形固定資産売却益  △413 － △413 

売上債権の減少額（△増
加額） 

 △327,648 7,008 △209,067 

たな卸資産の減少額（△
増加額） 

 △19,634 △123,077 69,081 

仕入債務の増加額（△減
少額） 

 203,818 59,245 252,469 

その他流動資産の減少額
（△増加額） 

 △6,117 2,067 △3,758 

その他固定資産の減少額
（△増加額） 

 － 40 959 

預り金の増加額（△減少
額） 

 △170,746 △123,960 △34,215 

その他流動負債の増加額
（△減少額） 

 △20,284 △17,384 7,104 

その他固定負債の増加額
（△減少額） 

 △3,016 △11,256 △22,395 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 9,894 6,771 △3,558 

小計  △195,461 △123,965 246,286 



  

 

    

前中間会計期間
  
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
  
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額  377 392 730 

利息の支払額  △7,025 △7,150 △13,999 

法人税等の還付額（△支
払額） 

 △55,644 5,582 △69,043 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △257,753 △125,141 163,974 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有価証券の売却による収
入 

 6,000 － 6,000 

有形固定資産の取得によ

る支出 
 △96,392 △231,568 △195,102 

有形固定資産の売却によ

る収入 
 700 － 779 

長期前払費用の取得によ

る支出 
 △1,300 － △1,300 

その他の投資による支出  △5,306 △353 △5,630 

その他の投資による収入  4,446 393 5,447 

その他  1,096 △297 2,872 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △90,756 △231,825 △186,934 



  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
  
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

自己株式の取得による支
出 

 △333 △68 △573 

配当金の支払額  △5 － △5 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △339 △68 △578 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 － 6,955 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △348,848 △350,079 △23,538 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 1,381,822 1,358,284 1,381,822 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※ 1,032,974 1,008,205 1,358,284 

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 同左 同左 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2)たな卸資産 

  製品・商品及び仕掛品 製品・商品及び仕掛品 製品・商品及び仕掛品 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  原材料及び貯蔵品 原材料及び貯蔵品 原材料及び貯蔵品 

   総平均法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年4

月1日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物     ４～47年 

機械装置     11年 

工具器具備品 ２～15年 

同左 同左 

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法を採用している。 

なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用している。 

同左 同左 

  (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 

  均等償却 同左 同左 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

   売掛債権、貸付金等の貸倒れ

による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上

している。 

同左 同左 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に備える

ため、当中間期に負担すべき支

給見込額を計上している。 

同左  従業員の賞与の支払に備える

ため、当期に負担すべき支給見

込額を計上している。 

  (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間期末において発生している

と認められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異

（818,197千円）については15

年による按分額を費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

している。 

 なお、会計基準変更時差異

（818,197千円）については15

年による均等額を費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 

  (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上している。 

同左  役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。 

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 

５.リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 



  

   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左       同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。ただ

し、これによる損益に与える影響は

ない。 

   当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用している。これによ

る損益に与える影響はない。 

    ―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は1,822,664千円である。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。 

    ―――――――― 



   表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書）        ─────────── 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「従業員長期貸

付金による支出」「従業員長期貸付金の返済による収

入」は当中間会計期間において重要性が乏しくなったた

め「その他」に含めている。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「従業員長期貸付金による支出」「従業員長期貸付金の

返済による収入」はそれぞれ、△430千円、1,736千円で

ある。 

  



   注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

区分 
前中間会計期間 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却

累計額 
2,356,341千円 2,388,287千円 2,351,492千円 

２．偶発債務 当社は下記のものの金融機関借

入金に対し債務保証を行ってい

る。 

当社は下記のものの金融機関借

入金に対し債務保証を行ってい

る。 

当社は下記のものの金融機関借

入金に対し債務保証を行ってい

る。 

  
  
富士ロビン農機販
売協同組合 

739,200千円 富士ロビン農機販
売協同組合 

693,500千円 富士ロビン農機販
売協同組合 

713,100千円

※３．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ,流動負債の「その

他」に含めて表示している。 

      同左 ────── 

※４. 期末日満期手形の会計処

理方法 

―――――――― 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であっ

たが、満期日に決済が行われた

ものとして処理している。当中

間期末日満期手形の金額は次の

とおりである。 

  

受取手形    267,037千円 

支払手形    125,134千円 

―――――― 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数増加300株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項なし 

 ３．配当に関する事項 

    該当事項なし 

 

区分 
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１． 営業外収益のうち （千円） （千円） （千円） 

  受取利息及び配当金 377 392 730 

  為替差益 5,443 10,177 17,079 

  仕入割引 7,638 7,897 16,239 

※２． 営業外費用のうち （千円） （千円） （千円） 

  支払利息及び社債利息 7,005 7,010 14,069 

  たな卸資産除却損 12,034 4,008 21,217 

  たな卸資産評価損 － 9,085 － 

※３． 特別利益のうち （千円） （千円） （千円） 

   工具器具備品売却益 413 － 413 

※４． 特別損失のうち （千円） （千円） （千円） 

  車両運搬具除却損 144 126 478 

  工具器具備品除却損 4,097 2,155 7,914 

  リース機械装置除却解
約金 

6,886 2,509 6,886 

５． 減価償却実施額 （千円） （千円） （千円） 

  有形固定資産 64,120 82,464 151,144 

  無形固定資産 1,069 1,125 2,153 

  
前事業年度末株式

数（株） 

当中間会計期間増

加株式数（株） 

当中間会計期間減

少株式数（株） 

当中間会計期間末

株式数（株） 

発行済株式     

  普通株式 12,960,000 － － 12,960,000 

   合計 12,960,000 － － 12,960,000 

自己株式     

  普通株式（注） 14,420 300 － 14,720 

   合計 14,420 300 － 14,720 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

（千円） （千円） （千円） 
  
現金及び預金勘定 747,683 

流動資産の「その

他」（預け金） 
285,291 

現金及び現金同等物 1,032,974 

  
現金及び預金勘定 739,530 

流動資産の「その

他」（預け金） 
268,675 

現金及び現金同等物 1,008,205 

現金及び預金勘定 1,170,628 

流動資産の「その

他」（預け金） 
187,655 

現金及び現金同等物 1,358,284 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

(有形
固定資
産) 
機械装
置 

459,914 68,100 391,813 

（有形
固定資
産） 
その他 

209,900 133,732 76,167 

合計 669,814 201,833 467,981 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

(有形
固定資
産) 
機械装
置 

455,192 103,963 351,229

（有形
固定資
産） 
その他

229,084 139,790 89,293

合計 684,277 243,754 440,523

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

(有形
固定資
産) 
機械装
置 

455,192 85,023 370,168

（有形
固定資
産） 
その他

210,070 148,597 61,473

合計 665,263 233,621 431,641

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相 

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相 

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  
  
１年内 74,236千円

１年超 404,061千円

合計 478,298千円

１年内 70,390千円

１年超 383,122千円

合計 453,513千円

１年内 68,910千円

１年超 373,836千円

合計 442,747千円

  ３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

  
  
支払リース料 46,388千円

減価償却費相当
額 

38,297千円

支払利息相当額 8,764千円

支払リース料 45,912千円

減価償却費相当
額 

38,092千円

支払利息相当額 7,756千円

支払リース料 92,015千円

減価償却費相当
額 

76,158千円

支払利息相当額 16,802千円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

同左 同左 

  ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

      同左       同左 

  （減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失

はない。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（当中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  

前中間会計期間末（平成17年９月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 201 1,501 1,300 

合計 201 1,501 1,300 

  
前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 3,000 

関連会社株式 5,693 

計 8,693 

(2)その他有価証券 

非上場株式 4,500 

計 4,500 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 201 1,905 1,703 

合計 201 1,905 1,703 

  
当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 3,000 

関連会社株式 5,693 

計 8,693 

(2)その他有価証券 

非上場株式 4,500 

計 4,500 



（前事業年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 該当事項なし 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 該当事項なし 

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 該当事項なし 

  

  

  次へ 

  

前事業年度（平成18年３月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 201 2,003 1,801 

合計 201 2,003 1,801 

  
前事業年度（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 3,000 

関連会社株式 5,693 

計 8,693 

(2)その他有価証券 

非上場株式 4,500 

計 4,500 



（持分法損益等） 

 当社の関連会社である㈱ロビン福島及び野々村ポンプ㈱は損益等からみて重要性が乏しいので投資損益等の注記を省略し

た。 

  

 



（１株当たり情報） 

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項なし 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 161円42銭

１株当たり中間純利益
金額 

5円78銭

  
１株当たり純資産額 140円79銭

１株当たり中間純利益
金額 

0円32銭

１株当たり純資産額 140円47銭

１株当たり当期純利益
金額 

2円24銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

       同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 74,865 4,201 28,969 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
─ ─ ─ 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
74,865 4,201 28,969 

期中平均株式数（株） 12,946,685 12,945,537 12,946,240 



(2）【その他】 

 該当事項なし 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第81期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日東海財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項なし 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月21日

富士ロビン株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 輝夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 野村 哲明  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山下 和俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富

士ロビン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、富士ロビン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月21日

富士ロビン株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山本 哲也  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 野村 哲明  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山下 和俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富

士ロビン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、富士ロビン株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管している。 
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